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研 究 論 文

１．序

1.1 研究の背景と目的

家庭でのエネルギーの直接使用に伴うCO2排出のうち，

自動車燃料の消費によるものは通常「運輸部門」に分類さ

れているが，家庭のCO2発生抑制を考えるという文脈では，

これを他の家庭部門からの排出と合わせて検討する必要が

ある．実際，例えば中央環境審議会でこうした検討1）が見

られる．しかしながら後で示すように，家庭の自動車燃料

消費に由来するCO2排出については，いくつかの異なる整

合性のないデータが存在する．本研究の目的は，これらの

データの状況を整理し，現在，わが国の温室効果ガスの排

出量として公式に使われているGIO2）のデータにバイアス

が生じている可能性とその要因を明らかにしたうえで，現

時点でのできる限り信頼性の高い推計値を示すことである．

1.2 既存調査研究の状況

GIOはエネルギーバランス表3）（以下「エネバラ表」とい

う）の燃料消費量に基づいて自動車によるCO2排出量を算

出している．表１に最新時点（2003年度）及び本稿の主た

る推計を行った年次（1999年度）について数値と根拠を整

理する．ここで自動車全体及び自家用乗用車の燃料消費の

根拠となっている自動車輸送統計調査は，自動車保有者に

対し乗用車の場合３日間の自動車利用状況，燃料消費量等

についてアンケート調査を行うものであり，比較的誤差が

小さいと考えられる（注１）．これに対し，家庭利用分の根拠と

なっている家計調査は被調査者の負担が比較的大きく記入

漏れ等の発生が考えられること，後述のように他の統計等

と整合的でないと考えられることから，この部分（表１で

ゴシック表示）にはバイアスの可能性があると考えられる．

自動車燃料消費に関する既存研究は数多く存在する（例
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表１ GIO及びエネバラ表による自動車のCO2排出量

上段：CO2排出量（Mt-CO2），カッコ内は日本全体の排出量に占める割合，GIO
による

下段：自動車燃料消費量（百万kL），エネバラ表による
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えば文献4）～文献9））が，この点を追求したものは見当たら

ない．また，家庭からのCO2排出の一環として家庭の自動

車燃料由来のCO2排出量を求めた研究として，筆者らによ

るもの10）の他，文献11）があるが，これらは家計調査の結果

から単純な推計を行っており，上記のようなバイアスにつ

いて言及していない．

また，自治体レベルでは，後述のようにアンケートや環

境家計簿等で家庭の自動車燃料消費やそれに由来するCO2

排出量を取りまとめた資料があるが，これらを取りまとめ

て全国的な推計値を導いた研究は見当たらない．

1.3 本稿の構成

序に続いて，GIOの根拠となったエネバラ表の推計方法

を示し，その推計方法と問題点を把握する．さらに，エネ

バラ表のもとになった家計調査の計数が過小である可能性

を指摘し，それについて４つのバイアス要因を仮説として

示すとともにこれを支持する事実を示す．

その上で，家計調査と類似の統計である全国消費実態調

査（以下「全消」という）を用いて補正推計を行う．最後

に，推計結果が他のデータに基づく結果と整合性があるこ

とから，推計結果は比較的信頼性が高いことを示し，政策

的示唆及び今後の課題を明らかにする．

２．エネバラ表の推計について

2.1 エネバラ表の推計方法

エネバラ表による自家用乗用車の燃料消費量の推計手順

を次に示し，その結果を表２に示す．

（1）自家用乗用車の自動車燃料使用量の把握

自家用乗用車（家庭，事業所の合計）によるガソリン及

び軽油の消費量（注２）を，自動車輸送統計に基づいて把握する．

（2）家計調査からの家庭利用寄与のガソリン消費量の推計

家計調査から世帯あたりの「ガソリン」の消費量を求め，

家計調査のサンプル誤差を考慮して補正して家庭のガソリ

ン消費量とする（注３）．

（3）事業所利用寄与のガソリン消費量及び軽油消費量の推計

（1）のガソリン消費量から（2）を差し引いて事業所利用の

ガソリン消費量とした上，（1）の軽油消費量を家庭と事業所

のガソリン消費量の比で按分して各々の軽油消費量とする．

2.2 エネバラ表の問題点

（1）論理的問題点

エネバラ表は家庭利用寄与のガソリン消費量を家計調査

から求めているが，家計調査では軽油も含めて「ガソリン」

という支出項目に記帳することになっている．従って表２

にゴシックで示した家庭のガソリン消費量は，実際には軽

油消費量を含んでいる．すなわち軽油の消費量が二重に計

上されており，その分だけ家庭利用量が過大になっている．

（2）その他

推計手順の（2）のサンプル誤差を考慮した補正方法の妥

当性の確認がなされていない．

2.3 エネバラ表と他のデータの比較

（1）家庭の自動車燃料消費の絶対量の比較

ここで，エネバラ表による自動車燃料消費量を他のデー

タと比較する．まず統計データと比較する（表３）と，家

計調査や全国消費実態調査に比べて大きい数値となってお

り，エネバラ表のサンプル誤差補正と2.2（1）の論理的問題

点によるものと考えられる．一方，産業連関表の計数によ

り示される値はこれより大きいが，産業連関表の推計方法

の詳細が公表されていないため，その要因は不明である．

次にアンケート調査等と比較する．図１において，既存

のアンケート調査や環境家計簿の集計値と，地域・調査年

をできる限り合わせた家計調査及びエネバラ表により世帯

あたりの消費量を示す（文献12）～文献16））．これらのアンケ

ート調査にはサンプリング誤差があり地域差も大きいが，

一貫してエネバラ表の計数より大きい消費量を示している．

エネバラ表1999年度実績値　単位：千kL

表２ エネバラ表の推計結果

単位：千kL/年（カッコ内は世帯あたり，L/年） 世帯数は国調2000

表３ 統計データによる家庭の自動車燃料消費量

図１ アンケート調査等による家庭の自動車燃料消費量
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（2）家庭と事業所の比率の比較

他のデータのうち，自動車燃料消費の絶対量を示すこと

はできないが，家庭利用と事業所利用についてその比率を

示唆する推計値を得られることがある．これらとエネバラ

表によるその比率を比較すると表４のようになる．

このように，他のデータと比較して，エネバラ表では，

自家用乗用車に占める家庭利用の割合が低い．

もちろん，家庭と事業所では自動車の利用状況が異なっ

ており，１トリップあたりの走行距離，１台あたりの走行

距離，平均乗車人員，燃費等が異なる可能性がある．また，

ここで取り上げた調査はいずれも地域的，季節的な偏りが

ある．しかし，③～⑦が②と整合的であるには，かなり無

理な想定をしなければならない（例えば，④が②と整合的

であるには，事業所の自動車は１台あたり家庭の５倍以上

の燃料を消費していることになる等）ため，（1）の結果と合

わせると，エネバラ表において家庭利用分を過小評価して

いる可能性を疑うことは十分合理的と考えられる．

３．家計調査の計数が過小であることの可能性と

その要因

3.1 仮説

第２章で示したように，家庭での自動車燃料消費に関す

る計数ないし推計値は次のような大小関係となっている．

家計調査＜全消＜エネバラ表＜その他

家計調査や全国消費実態調査等の調査ではいくつかのバ

イアス要因によって実際の消費量に比べて過小の値が示さ

れており，エネバラ表は補正を行ってはいるものの家計調

査をもとにしているため過小であると考えられる．

本稿では，次の４つのバイアス要因により，家計調査及

び全消の計数が過小となっているという仮説を立てる．

（1）会社経費要因

個人事業主等で，自動車燃料の消費を会社経費として支

出しているため調査票に記入されない場合がある．

（2）こづかい要因

家計調査には，「こづかい（使途不明）」（世帯員へのこづ

かいのうち具体的な購入品目が把握できなかったもの）と

いう項目があり，例えば「家計調査の調査票は妻が記入し

ているが，自動車燃料はその夫がこづかいから購入するた

め調査票に記入されない」等の現象が起きている．

（3）サンプル誤差要因

家計調査や全消のサンプリングに偏りがあり，相対的に

自動車燃料消費量の少ない世帯の比率が高くなっている．

（4）記入漏れ要因

家計調査や全消の調査票への記入漏れによって，消費支

出の一部が把握されていない．

3.2 仮説を支持する論拠

上記の４要因の仮説を支持する論拠を次に示す．

（1）単身世帯と２人以上世帯における自動車１台あたり自

動車燃料支出の差

家計調査から，単身世帯と２人以上世帯における自動車

１台あたりの自動車燃料支出額を見ると，前者が相当多い

（家計調査1999ではそれぞれ5,929円，2,766円）．２人以上世

帯ではこづかい要因があるのに対し単身世帯ではないこと

が理由として考えられる．

（2）全消と家計調査の自動車燃料支出の差

全消は消費支出については家計調査と類似した調査であ

るが，全消1999と，同じ時期の家計調査において，２人以

上世帯の自動車燃料支出は大きく異なる（全消5,324円に対

し家計調査3,973円）．この差は，全消では家計調査にない

「個人収支簿」という調査票があり，こづかい支出の把握に

努めていることによると考えられる．一方，単身世帯では，

両調査の差は小さく（2,600円に対し2,585円），こづかい要

因が働かないことを示唆していると考えられる．

（3）自動車を保有しているにもかかわらず自動車燃料支出

のない世帯の存在

全消1999のミクロデータ（注４）により，自動車を保有して

いる２人以上世帯のうち，自動車燃料の支出がない世帯が

21.9％あることがわかる．この割合は単身世帯で低く自営業

世帯で高い．これは，こづかい要因，会社経費要因，記入

漏れ要因の可能性を示唆している．

（4）国民経済計算との消費支出額の差

国民経済計算による家計消費支出と家計調査や全消をそ

のまま拡大推計した場合の消費支出額の間にはかなりの開

きがある．すなわち，国民経済計算に比べ，全消による家

計消費支出額は約59兆円少なく，家計調査によるそれは約

77兆円少ない（注５）．

国民経済計算は，コモディティ・フロー法に基づいてお

り比較的精度が高いとされているため，家計調査や全消に

表４ 自家用乗用車の燃料消費量内訳を示唆する比率

＊ 元データが割合のため，絶対値を示すことができない．
＊＊登録車のみ，軽自動車を含まない．
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反映されていない消費支出があると考えられるが，その要

因としては，サンプル誤差または記入漏れが考えられる．

いずれの仮説があてはまりやすいかについては，国民経

済計算と家計調査や全消を，比較的記入漏れが少ないと考

えられる収入面で比較することにより検討が可能である．

これについて文献19）は，可処分所得について全消1999の

拡大推値（305.2兆円）と国民経済計算からの計算値（310.4

兆円）の間の差は小さいことを示している．そのため，少

なくとも全消については，収入階層面でのサンプル誤差要

因は小さく，記入漏れが主体であると考えられる．ただし，

その他の属性（世帯人員，地域，年齢階層等）についての

サンプル誤差の可能性は残されている．

４．家庭の自動車燃料消費量の推計

4.1 推計方法

エネバラ表は家計調査に基づいているが，本稿では類似

の調査である全消をベースデータとする．その理由は，家

計調査よりサンプル数が多いこと，こづかい支出の把握に

努めていること，ミクロデータによる検討が可能であった

こと，文献19）が全消を用いていることである．その上で第

３章で示したバイアス要因を補正する．

手順としては，全消の集計データに基づいて「会社経費

要因」「こづかい要因」を補正する．次に全消のミクロデー

タを重回帰分析し「サンプル誤差要因」を補正する．最後

に，国民経済計算と全消の比較に基づいて「記入漏れ要因」

を補正する．

4.2 会社経費要因の補正

表５に示すように，保有自動車１台あたりの自動車燃料

支出額は，自営世帯と自営以外の世帯の間で大きな差があ

る．これは，前者が会社経費要因によって過小になってい

るからであると考える．すなわち，自営世帯の世帯あたり

支出額は，自営以外世帯の１台あたり自動車燃料支出額に

自営世帯の自動車保有台数を乗じたものとする．

また，自営世帯については支出額の正確な補足が比較的

難しいことから，4.3及び4.4の推計において，自営世帯の

補正額は自営以外の世帯の補正額の値を準用する．

4.3 こづかい要因の補正

自営以外世帯の全消1999の個人消費支出（使途がわかっ

ているこづかい額）は，69,373円であり，そのうち3.09％に

相当する2,147円が自動車燃料に支出されている．使途不明

のこづかい額（29,525円）についても同様に，3.09％すなわ

ち914円が自動車燃料支出であったと考える．

4.4 サンプル誤差要因の補正

（1）補正の方法

サンプル誤差の補正を行う可能性のある項目として，前

節で検討した経済的水準以外に，世帯人員，就業人員，地

域，世帯主年齢が考えられる．これらの自動車燃料支出へ

の影響を次のように求める．

表６及び表７のように，全消1999のミクロデータについ

て，自動車燃料消費支出を従属変数，世帯属性を独立変数

とする重回帰分析を行う．求められた回帰式の各変数に全

消の数値と国勢調査による数値を代入する．それらの差を

サンプル誤差による影響と考える．

（2）ここまでの補正結果

ここまでの結果から，１世帯あたりの自動車燃料支出を全消1999より

表５ 保有自動車１台あたりの自動車燃料支出（円/台/月）

表６ サンプル誤差要因の推計（単身非自営世帯）

R＝0.472 R2＝0.223 調整済R2＝0.220
地域ダミーは，大都市圏が１，その他が２　男29才以下は，サンプル
数から他の年齢階層を引いた値なので独立変数から排除
（サンプル誤差）＝3,200－2,947＝253円

表７ サンプル誤差要因の推計（２人以上非自営世帯）

R＝0.247 R2＝0.061
地域ダミーは，大都市圏が１，その他が２　世帯主年齢50～59は，サ
ンプル数から他の年齢階層を引いた値なので独立変数から排除
（サンプル誤差）＝5,652－5,681＝－29円
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補正した結果を表８に示す．

4.5「記入漏れ要因」の補正

表９により1999年の国民経済計算と全消の家計消費支出

の比較を行う．すなわち，単独世帯と２人以上世帯のそれ

ぞれで全消の消費支出額に世帯数を乗じて拡大推計し，こ

れと文献19）による国民経済計算の概念調整済家計最終消費

支出（注６）を比較する．すると，約59.1兆円の乖離があり，こ

の分を全消の記入漏れであるとみなすことができる．

ここで，記入漏れ金額に占める自動車燃料支出の割合は，

自営以外２人以上世帯における消費支出に占める自動車燃

料支出の割合と同じと考える．

すなわち，表８による世帯あたり自動車燃料支出額6,366

円（ゴシック）を全消1999のミクロデータより求めた非自

営世帯の世帯あたり消費支出額（305,285円）で割ると，2.09％

となる．ここから，記入漏れの消費支出に占める自動車燃

料の割合を2.09％と仮定する．表９で求められた59.1兆円に

これを乗じて得られる１兆2,350億円を記入漏れの起こった

自動車燃料支出額と考え，さらに1999年の自動車燃料価格

を考慮すると，補正すべき消費量は13,154千kLとなる．

以上のプロセスを総合し，家庭の自動車燃料消費量（1999

年）の推計結果を表10に示す．これによれば，1999年の家

庭の自家用乗用車による自動車燃料消費量は45,331千kLで

あり，従来のエネバラ表の値より約38％多い値となる．ま

た，自家用乗用車の自動車燃料消費のうち81.1％が家計消

費に由来するものと考えられる．

4.6 推計のまとめ

ここまでの検討をまとめ，各バイアス要因の寄与を表11

に示す．このように，最終的な推計値は，家計調査による

単純拡大推計の２倍以上となっている．４つの要因のうち，

記入漏れ要因による寄与が29％と最も大きく，次いで，家

計調査と全消の差（主にこづかい要因と考えられる）及び

全消に残存しているこづかい要因の寄与がそれぞれ12％，

９％と比較的大きい．その他の要因の寄与は比較的小さく，

会社経費要因が３％，サンプル誤差要因が１％程度である．

５．まとめ及び今後の課題

5.1 推計値の信頼性

本稿で示した補正推計値は，表３で示した産業連関表の

値と比較的近い．

また，エネバラ表と同様に自動車輸送統計により自家用

乗用車全体の燃料消費量を求め（注７），これを用いて事業所

の燃料消費量及び家庭と事業所の比率を求めると表12のよ

うになる．これは表４で示した⑤に近い値であり，また他

の項目（③④⑥及び⑦）とも矛盾はしないと考えられる．

このように，本稿で示した推計値は，バイアス要因を明

確化してその補正を行っていること，他のデータとの整合

性があることから，現在用いられているエネバラ表の計数

より信頼性があると考えられる．

ただし本稿の推計もいくつかの仮定に基づいている．そ

のうち影響が最も大きいと考えられるのは，「全消の記入

漏れと考えられる59.1兆円のうち2.09％が自動車燃料支出」

表８ 補正結果

表９ 全消と国民経済計算の家計消費支出の乖離

表10 補正後の家庭の自動車燃料購入量（千KL/年）

表11 各バイアス要因の寄与
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とした部分であり，例えばこの割合が±20％上下すれば，

家庭の自動車燃料消費量の推計値は2,631千kL（全体の5.8％）

の幅で上下することには注意が必要である．

なお，表12で示した事業所分の推計値については，減算

で求めているためさらに精度が劣ると考えられるが，表４

と合わせてみると，エネバラ表の計数より実態に近いこと

が予想されるので参考のため示した．

5.2 家庭からの二酸化炭素排出量の見直し

本研究による，家庭由来CO2排出量の推計値の変化を図２

に示す．自動車燃料の燃焼によるCO2は，論理的問題修正

前のエネバラ表をもとにした推計値より38％多く，家庭か

ら排出されるCO2の全体量も12％多くなる（注８）．

5.3 政策に対する示唆

本研究により，家庭の自動車利用によるCO2の排出は，

通常用いられているGIOのデータよりもかなり多い可能性

があることが示された．従って，この部分に投入すべき温

暖化対策の施策資源は，従来の知見からの想定に比して一

層拡充させる必要があると考えられる．

また，家庭のCO2直接排出のうち自動車由来は40％で最

大の排出項目であるという場合（本研究結果）と，33％で

電気由来に次いで２位であるという場合（エネバラ表）で

は，市民の受け取り方も変わってくる可能性がある．

なお，これだけの重要性があるにも関わらず，現状では

家庭の自動車燃料の消費量について直接の統計データがな

く，本研究のような形で仮定を置きながら推計する必要が

ある．また，事業所の自家用乗用車からのCO2発生量につ

いては，表12のような形で本研究から求めることも可能だ

が精度が良くないと考えられる．従って，今後の統計の拡

充の中で，こうしたデータが直接得られるような調査及び

集計方法を検討する必要がある（注９）．

5.4 今後の課題

本研究では，家庭の自動車からのCO2排出量という政策

的意味のある数値が家計調査のバイアスにより過小評価さ

れていることを示したが，家計調査等を用いた研究におい

て，こうしたバイアスが明確には意識されていないことが

ある．例えば，筆者らの研究（文献10））及び文献11）は家計調

査から家庭のCO2排出量を求めているが，記入漏れやこづ

かい等の要因が働きにくい項目（電気代，ガス代など）が

自動車燃料と並べて評価されており，バイアスが意識され

なければミスリードの危険性があると考えられる（注10）．家

計調査等を用いた研究においてはバイアス要因に留意して

場合により補正を行うことが必要であり，こうした見方か

ら既存研究による知見の再評価を行う必要がある．

また，家計調査や全消の他にも，統計調査全般，特に記

入に手間を要する調査についてバイアス発生の可能性に関

する知見を集積することが今後の課題として考えられる．
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表12 自家用乗用車の燃料消費等の比率

図２ 家庭の二酸化炭素排出量の見直し（1999年度）

（注１）エネバラ表によれば，自動車輸送統計から求めた交通手段

別のガソリン消費量の和と，燃料の生産/販売から求めた

ガソリン消費量との誤差は比較的少なく，前者が後者より

3.5％（1999年度），4.8％（2003年度）多いだけである．軽油

の場合この誤差は拡大するが，軽油は自動車以外の用途が

比較的多いにも関わらず誤差分が自動車分とされているこ

とによると解釈することが可能である．

（注２）「自家用乗用車」とは，自動車輸送統計調査に従えば，次の

網掛に示すように自家用かつ乗用車であるものである．す

なわち，保有する家庭または事業所が自ら使用し，専ら旅

客の輸送に供する定員10人以下の自動車である．ここで，

125CC以下のオートバイなど，自家用乗用車以外で家庭の自

動車燃料消費につながるものもあるが，それらによる消費

量は小さいので本稿では無視した．
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（注３）推計方法の概略については文献3）によるが，サンプルの偏り

の補正については記載されておらず，経済産業研究所への

問い合わせによる．

（注４）ミクロデータとは，統計データを集計する前の原票データ

またはこれにプライバシーや使用の便宜等の面からの加工

を施したもの．

（注５）国民経済計算と全消の乖離については表９参照．家計調査

との乖離は同様の方法で別途計算した．なお，国民経済計

算と家計調査や全消の家計消費支出の乖離及びそこから派

生する貯蓄率の乖離は，経済統計の分野で多くの研究者が

取り組んでおり，文献19）の他にも多くの研究が，国民経済

計算と他の調査の概念の違い，サンプル誤差，記入漏れ等

による説明を試みている．本稿では文献19）が包括的な説明

を行っていると考えて取り上げた．

（注６）項目の定義が統計によって異なる場合において，比較対象

の定義をそろえることを「概念調整」という．

（注７）自動車輸送統計では，自動車オーナーに対するアンケート

調査の中で調査期間中の走行距離及び燃料消費量を質問し

ている．調査項目が少なく調査期間が短いこと，こづかい

要因等がないことなどから，家計調査や全消より精度が高

いことが考えられ，自家用乗用車全体の燃料消費量として

はこの値を用いることができると考えられる．ただし，家

庭・事業所を区別した集計は行われていない．

（注８）ただし，それと同じだけ事業所の自家用乗用車利用分が減

るので，CO2排出の総量は変化しない．

（注９）国土交通省は自動車燃料に関する調査として，自動車輸送

統計調査の他，2006年度より自動車燃料消費量調査を開始

している．

（注10）これらの研究は全体としては世帯属性によるCO2排出の違

いを明らかにすることを主な目的としたものなので，本稿

で示したようなバイアスがあるとしてもその意義を否定す

るものではない．
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